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して、全国展開している業態の割合が営業エ
リアの限定される地域金融機関よりも高かっ
たが、地域金融機関のなかではJAバンクが
51.6％と最も高かった。

3　相続人の居住地が大きな影響
相続資金の受入先の選択には、親と子弟の

居住地が大きく影響するとみられる。
前述の調査によれば、相続資金の受入に関

係なく、もともと親と子弟が同じ金融機関に
口座を保有していた割合は、親子が同居して
いる場合には80.9％であったが、同じ都道府
県で別居の場合は69.0％、違う都道府県で別
居の場合は48.0％と低かった。
一方、相続人が相続した資金を受け入れた

金融機関を選択した理由（複数回答）としては、
同居、別居にかかわらず約４分の３の人が「以
前から自分が利用している金融機関だったの
で」を挙げた（第２図）。ただし、「亡くなった
方が利用していた金融機関だったので」の選
択割合は同居している人の場合は37.0％と、
違う都道府県に別居している場合（18.1％）の倍

1　はじめに
国立社会保障・人口問題研究所の将来人口

推計によれば、65歳以上の人口増加とともに、
死亡者数も2013年の125.8万人から、ピークを
迎える39年には166.9万人へと増加することが
見込まれている（死亡中位仮定）。
本稿では、親が死亡した場合に子弟にどの

ように資金が移転するかを概観し、JAを含む
地域金融機関の対応についてみてみたい。

2　親子間相続における資金の流れ
フィデリティ退職・投資教育研究所が12年

に行ったアンケート調査では、親子間の相続
において、亡くなった親の遺産を子弟がどの
ように受け継いだかを調べている

（注）
。具体的に

は、親が主に利用していた金融機関と、子弟
が相続した資金を主に受け入れた金融機関を
１つ挙げてもらっている。
第１図により、親が主に利用していた金融

機関で子弟が相続資金を受け入れた割合をみ
ると、都市銀行（73.8％）が最も高く、証券会社
（65.0％）、ゆうちょ銀行（59.5％）と続いた。概
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資料 フィデリティ退職・投資教育研究所「日本の相続と投資の実態
5500人の相続人アンケートにみる相続による資金移動」2012年
3月から作成
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第1図 親が主に利用していた金融機関で
 子弟が相続資金を受け入れた割合
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（注） 選択割合が上位３つの選択肢のみ表示。
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第2図 子弟が相続した資金を受け入れた
 金融機関を選択した理由（複数回答）
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対して金利を上乗せする「相続定期」を提供
し、相続資金を獲得しようとする地域金融機
関が増えている。さらに一部の金融機関では、
親と離れた地域に居住する子弟にも預入して
もらいやすいよう、支店の窓口以外にも受入
チャネルを拡大している。例えば、中国銀行
や愛媛銀行では相続定期をインターネット専
用支店で預入することを可能にしている。ま
た、大垣共立銀行では、同行の営業エリア内
であれば、顧客が指定する場所にマネーアド
バイザーが出向き、相続定期の受付や資産運
用相談に乗る出張相談を行っている。
JAでは、親が亡くなる前に子弟とのつなが

りを深めようと工夫するケースが多いようで
ある。例えば、子弟が盆や正月に帰省した頃
合いをみはからって渉外担当者が訪問するJA
や、本誌別稿にあるとおり、相続の発生前か
ら相談対応を行うことによって、子弟の信頼
を得るJAもある。
高齢者の死亡増を想定し、地域金融機関で

は、有効な対応方策を模索しはじめた段階で
あるとみられる。一方で、前述のとおり、以
前から自分で利用している金融機関で相続資
金を受け入れた相続人が大半であることを考
慮すると、相続にかかわらず、利用者自体を
増やすということも金融機関にとっては重要
であると考えられる。

（しげとう　ゆかり）

だった。
上述の結果からは、親子が同居している場

合は、親が利用していた金融機関で子弟が相
続資金を受け取る可能性が別居の場合よりも
高いと考えられる。

4　子との同居状況は地域差が大きい
総務省の国民生活基礎調査によれば、子ど

もがいる65歳以上の高齢者のうち、少なくと
も子の一人と同居している割合は、全国平均
では55％であった。同居はしていないが同一
市区町村以内に別居している割合は25％、そ
れ以外の地域に別居等のその他は21％であっ
た。ただし、この割合は非常に地域差が大き
いことが第３図からはみてとれる。

5　地域金融機関では対応方策を模索
地域金融機関にとっては、親と同居してい

ない子弟とは相続の発生前に接触することが
難しく、相続後には店舗が遠い等の理由で資
金を引き出される可能性が高いため、どのよ
うに対応するかが大きな課題である。
近年では、相続で受け取った資金の預入に

（注）調査は、07年 1月から12年 1月に生前贈与を含
まない遺産相続を受けたことがある、全国の20歳
以上の男女個人5,500人を対象に、インターネット
で12年 2月に実施された。

資料 総務省「平成22年国民生活基礎調査」から作成

第3図　子どもがいる65歳以上の高齢者の子との同居状況
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